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第一級陸上無線技術士「法規」試験問題 
20問 2時間 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ－１ 次に掲げる無線局のうち、電波法（第４条）及び電波法施行規則（第６条）の規定に照らし、免許を要しない

無線局に該当しないものを下の番号から選べ。 
 
   １ ＰＨＳの陸上移動局  ２ コードレス電話の無線局  ３ 市民ラジオの無線局  ４ 簡易無線局 
    
 
Ａ－２ 次の無線局の免許の欠格事由に関する記述のうち、電波法（第５条）の規定に照らし、誤っているものを下の

番号から選べ｡ 
 
   １ 実験無線局については、外国の法人又は団体には、免許が与えられない｡ 
   ２ アマチュア無線局については、日本の国籍を有しない者にも、免許が与えられる｡ 
   ３ 大使館、公使館又は領事館の公用に供する無線局（特定の固定地点間の無線通信を行うものに限る｡）であっ

て、その国内において日本国政府又はその代表者が同種の無線局を開設することを認める国の政府又はその代

表者が開設するものについては、免許が与えられる｡ 
   ４ 電気通信業務を行うことを目的として開設する無線局については、外国の法人又は団体にも、免許が与えら

れる。 
    
 
Ａ－３ 次に掲げる無線局のうち、電波法（第 1６条）及び電波法施行規則（第１０条の２）の規定に照らし、無線局

の運用を 1 箇月以上休止するとき、免許人がその休止期間を総務大臣に届け出なければならないものに該当しな
いものを下の番号から選べ｡ 

 
   １ 放送局  ２ 無線航行陸上局  ３ 標準周波数局  ４ 固定局 
    
 
Ａ－４ 次の記述は、無線局の廃止等について、電波法（第２２条から第２４条まで、第７８条､第１１３条及び第１１

６条）の規定に沿って述べたものである｡   内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ。 
 
   ① 免許人は、その無線局を Ａ ときは、その旨を総務大臣に届け出なければならない｡ 
   ② 免許人が無線局を廃止したときは、免許は、その効力を失う｡ 
   ③ 免許がその効力を失ったときは、免許人であった者は、 Ｂ 以内にその免許状を返納しなければならない｡ 
④ 無線局の免許がその効力を失ったときは、免許人であった者は、遅滞なく Ｃ を撤去しなければならない｡ 
⑤ ④の規定に違反した者は、３０万円以下の Ｄ に処する。 
⑥ ①の規定に違反して届出をしない者又は③の規定に違反して免許状を返納しない者は、３０万円以下の 
 E に処する。 

 
Ａ     Ｂ    Ｃ     Ｄ   Ｅ 
１ 廃止した  1箇月  送信装置  過料  罰金   
２ 廃止した  1週間  空中線   罰金  過料   
３ 廃止する  1箇月  空中線   罰金  過料 
４ 廃止する  1週間  送信装置  過料  罰金   
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Ａ－５ 次の人工衛星局の条件に関する記述のうち、電波法（第３６条の２）及び電波法施行規則（第３２条の４及び

第３２条の５）の規定に照らし、誤っているものを下の番号から選べ｡ 
 
１ 人工衛星局は、その無線設備の設置場所を遠隔操作により変更することができるものでなければならない。

ただし、対地静止衛星に開設する人工衛星局以外の人工衛星局については、この限りでない｡ 
２ 対地静止衛星に開設する人工衛星局（実験局を除く｡）であって、固定地点の地球局相互間の無線通信の中継

を行うものは、公称されている位置から経度の±0.1 度以内にその位置を維持することができるものでなけれ

ばならない｡ 
３ 対地静止衛星に開設する放送衛星局及び放送試験衛星局は、公称されている位置を誤差なく正確に維持する

ことができるものでなければならない｡ 
４ 対地静止衛星に開設する人工衛星局であって、固定地点の地球局相互間の無線通信の中継を行うもの並びに

放送衛星局及び放送試験衛星局以外のものは、公称されている位置から経度の±0.5 度以内にその位置を維持

することができるものでなければならない｡ 
 
 
Ａ－６ 次に掲げる記号をもって表示する電波の型式のうち、電波法施行規則（第４条の２）の規定に照らし、その内

容が誤っているものを下の番号から選べ｡ 
 
１ 「Ａ３Ｅ」は、主搬送波の変調の型式が両側波帯による振幅変調、主搬送波を変調する信号の性質がアナロ

グ信号である単一チャネルのもの及び伝送情報の型式が電話（音響の放送を含む｡）であるものを示す｡ 
２ 「Ｆ３Ｅ」は、主搬送波の変調の型式が周波数変調、主搬送波を変調する信号の性質がアナログ信号である

単一チャネルのもの及び伝送情報の型式が電話（音響の放送を含む｡）であるものを示す｡ 
３ 「Ｃ３Ｆ」は、主搬送波の変調の型式が残留側波帯による振幅変調、主搬送波を変調する信号の性質がアナ

ログ信号である単一チャネルのもの及び伝送情報の型式がテレビジョン（映像に限る｡）であるものを示す｡ 
４ 「Ｇ７Ｗ」は、主搬送波の変調の型式が位相変調、主搬送波を変調する信号の性質がデジタル信号である２

以上のチャネルのもの及び伝送情報の型式がテレビジョン（映像に限る｡）であるものを示す｡ 
 
 
Ａ－７ 次の記述は、電波の強度に対する安全施設について、電波法施行規則（第２１条の３）の規定に沿って述べた

ものである｡   内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ｡ 
 
無線設備には、当該無線設備から発射される電波の強度（ Ａ をいう｡以下同じ｡）が電波法施行規則別表第

２号の２の２（電波の強度の値の表）に定める値を超える場所（人が通常、集合し、通行し、その他出入りする

場所に限る｡）に取扱者のほか容易に出入りすることができないように、施設をしなければならない｡ただし、次

に掲げる無線局の無線設備については、この限りでない。 
(1) 平均電力が Ｂ 以下の無線局の無線設備 

(2)  Ｃ 無線局の無線設備 

(3) 地震、台風、洪水、津波、雪害、火災、暴動その他非常の事態が発生し、又は発生するおそれがある場合に

おいて、臨時に開設する無線局の無線設備 

(4) (1)、(2)及び(3)に掲げるもののほか、この規定を適用することが不合理であるものとして総務大臣が別に

告示する無線局の無線設備 

 

Ａ                 Ｂ       Ｃ 

１ 電界強度及び磁界強度        10 ミリワット  移動する 

２ 電界強度及び電力束密度       20 ミリワット  固定する 

３ 電界強度、磁界強度及び電力束密度  20 ミリワット  移動する 

４ 磁界強度及び電力束密度       10 ミリワット  固定する 

 

 
Ａ－８ 次の記述は、空中線等の保安施設について、電波法施行規則（第２６条）の規定に沿って述べたものである｡ 
      内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ｡ 
 
    無線設備の空中線系には Ａ を、また、カウンターポイズには接地装置をそれぞれ設けなければならない｡

ただし、 Ｂ を超える周波数を使用する無線局の無線設備及び陸上移動局又は携帯局の無線設備の空中線につ

いては、この限りでない｡ 
 

Ａ          Ｂ 
   １ 避雷器又は接地装置  10MHz 
   ２ 避雷器又は接地装置  26.175 MHz 
   ３ 避雷器        26.175MHz 
   ４ 避雷器        10MHz 
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Ａ－９ 送信装置の水晶発振回路に使用する水晶発振子は、周波数をその許容偏差内に維持するため、どのような条件

に適合するものでなければならないか｡無線設備規則（第１６条）に規定されているものを下の番号から選べ｡ 
 
   １ 水晶発振回路を少なくとも 12時間動作させて、その発振周波数の安定度が確認されているものであること｡ 
   ２ 水晶発振回路を少なくとも 24時間動作させて、その発振周波数の安定度が確認されているものであること｡ 
   ３ 発振周波数が当該送信装置の水晶発振回路により又はこれと同一の条件の回路によりあらかじめ試験を行っ

て決定されているものであり、恒温槽を有する場合は、恒温槽は水晶発振子の温度係数に応じてその温度変化

の許容値を正確に維持するものであること｡ 
   ４ 発振周波数が当該送信装置の水晶発振回路により又は発振周波数の精度を確かめる試験器によりあらかじめ

試験を行って決定されているものであり、恒温槽を有する場合は、恒温槽は水晶発振子の温度係数にかかわら

ずその温度変化の許容値を正確に維持するものであること｡ 
    
 
Ａ－10 次の記述は、中波放送を行う放送局の送信装置の信号対雑音比について、無線設備規則（第３３条の７）の規
定に沿って述べたものである｡   内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ｡ 

   
    中波放送を行う放送局の送信装置の信号対雑音比は、次の条件に適合するものでなければならない｡ 
   (1) モノホニック放送を行う場合にあっては、1,000 ヘルツの変調周波数により 80 パーセントの振幅変調をした
とき、50 デシベル以上であること｡ 

(2) ステレオホニック放送を行う場合にあっては、変調周波数が 1,000 ヘルツである同一の左側信号と右側信号

の Ａ により 80 パーセントの振幅変調をしたとき 50 デシベル以上であり、かつ、変調周波数が 1,000 ヘル

ツの左側信号又は右側信号によりそれぞれ 40 パーセントの振幅変調をしたとき Ｂ 以上であること｡ 

 

Ａ    Ｂ 

１ 和信号  50 デシベル    
２ 和信号  44 デシベル 
３ 差信号  44 デシベル 
４ 差信号  50 デシベル 

 

 
Ａ―11 次の記述は、符号分割多元接続方式携帯無線通信を行う無線局の無線設備の一般的条件について、無線設備規
則（第４９条の６の３及び第４９条の６の４）の規定に沿って述べたものである。   内に入れるべき字句の

正しい組合せを下の番号から選べ｡ただし、   内の同じ記号は、同じ字句とする｡ 
 

   ① 通信方式は、基地局から陸上移動局へ送信を行う場合にあっては Ａ 、陸上移動局から基地局へ送信を行

う場合にあっては Ｂ を使用する複信方式であること｡ 
   ② 基地局と通信を行う個々の陸上移動局の送信装置が自動的に識別されるものであること｡ 
   ③ 一の Ｃ の通話チャネルから他の Ｃ の通話チャネルへの切替えが自動的に行われること｡ 
④ 基地局の無線設備は、電気通信回線設備と接続できるものであること｡ 

   ⑤ 一の基地局の役務提供に係る区域であって、当該役務を行うために必要な電界強度が得られる区域は、当該

区域のトラヒックに合わせ細分化ができること｡ 
   ⑥ 時間的に分散して受信されるマルチパス伝搬成分を Ｄ し、各マルチパス成分を Ｅ することにより受

信特性を改善する機能を有すること｡ 
 
     Ａ           Ｂ           Ｃ      Ｄ   Ｅ 
   １ 符号分割多元接続方式  符号分割多重方式    基地局    合成  分離 
   ２ 符号分割多元接続方式  符号分割多重方式    陸上移動局  分離  合成 
   ３ 符号分割多重方式    符号分割多元接続方式  基地局    分離  合成 
   ４ 符号分割多重方式    符号分割多元接続方式  陸上移動局  合成  分離 
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Ａ－12 次の記述は、無線局の目的外使用の禁止等について、電波法（第５２条から第５５条まで）の規定に沿って述
べたものである｡誤っているものを下の番号から選べ｡ 

 
   １ 無線局は、免許状に記載された目的又は通信の相手方若しくは通信事項（放送をする無線局については放送

事項）の範囲を超えて運用してはならない｡ただし、遭難通信、緊急通信、安全通信、非常通信、放送の受信そ

の他総務省令で定める通信については、この限りでない｡ 
   ２ 無線局を運用する場合においては、無線設備の設置場所、識別信号、電波の型式及び周波数は、免許状に記

載されたところによらなければならない｡ただし、遭難通信については、この限りでない｡ 
   ３ 無線局を運用する場合においては、空中線電力は、免許状に記載されたものの範囲内であり、かつ、通信を

行うため必要最小のものであること｡ただし、遭難通信については、この限りでない｡ 
   ４ 無線局は、免許状に記載された運用義務時間内でなければ、運用してはならない｡ただし、遭難通信について

は、この限りでない｡ 
    
 
Ａ－13 無線局がなるべく擬似空中線回路を使用しなければならない場合に該当しないものを電波法（第５７条）の規
定に照らし下の番号から選べ｡ 

 
   １ 放送局の無線設備の機器の試験を行うために運用するとき｡ 
   ２ 実用化試験局を運用するとき｡ 
   ３ 実験無線局を運用するとき｡ 
   ４ 固定局の無線設備の機器の調整を行うために運用するとき｡ 
    
 
Ａ－14 次の記述は、放送局の運用について、無線局運用規則（第１３８条）の規定に沿って述べたものである｡ 
   内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ｡ 

 
    放送局は、放送の開始及び終了に際しては、自局の呼出符号又は呼出名称（ Ａ を行う放送局にあっては、 
 Ｂ を、テレビジョン放送を行う放送局にあっては、呼出符号又は呼出名称を表す Ｃ による視覚の手段を

併せて）を放送しなければならない｡ただし、これを放送することが困難であるか又は不合理である放送局であ

って、別に告示するものは、この限りでない｡ 
 
     Ａ     Ｂ          Ｃ 
   １ 国際放送  周波数及び送信方向  文字 
   ２ 国際放送  周波数        映像 
   ３ 衛星放送  周波数        文字 
   ４ 衛星放送  周波数及び送信方向  映像 
    

 
Ａ－15 次の記述は、非常の場合の無線通信及び非常の場合の通信体制の整備について、電波法（第７４条及び第７４
条の２）の規定に沿って述べたものである｡   内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ｡ 

 
   ① 総務大臣は、地震、台風、洪水、津波、雪害、火災、暴動その他非常の事態が発生し、又は発生するおそれ

がある場合においては、人命の救助、災害の救援、 Ａ の確保又は秩序の維持のために必要な通信を無線局

に行わせることができる｡ 
   ② 総務大臣が①の規定により無線局に通信を行わせたときは、国は、その通信に要した実費を弁償しなければ

ならない｡ 
   ③ 総務大臣は、①に規定する通信の円滑な実施を確保するため必要な体制を整備するため、非常の場合におけ

る通信計画の作成、 Ｂ その他の必要な措置を講じておかなければならない｡ 
   ④ 総務大臣は、③に規定する措置を講じようとするときは、 Ｃ の協力を求めることができる｡ 
 

Ａ      Ｂ          Ｃ 
１ 交通通信   通信訓練の実施    免許人 
２ 交通通信   通信システムの整備  地方公共団体 
３ 電力の供給  通信システムの整備  免許人 
４ 電力の供給  通信訓練の実施    地方公共団体 
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Ｂ－１ 次の記述は、超短波放送を行う放送局の送信装置の総合歪
ひずみ

率について、無線設備規則（第３６条の４及び第３

６条の７）の規定に沿って述べたものである｡   内に入れるべき字句を下の番号から選べ｡ただし、   内

の同じ記号は、同じ字句とする｡ 
 
   ①  ア 以上 10,000 ヘルツ未満の変調周波数により イ に±75kHz の ウ を与えたとき、2 パーセント
以下となるものでなければならない｡ 

   ② 10,000 ヘルツ以上 エ 以下の変調周波数により イ に±75kHz の ウ を与えたとき、 オ 以下と
なるものでなければならない｡ 

   ③ ①及び②の規定を適用する場合は、50マイクロ秒の時定数を有するインピーダンス周波数特性の回路により
ディエンファシスを行うものとする｡ 

 
   １ 50ヘルツ    ２ 100ヘルツ  ３ 15,000ヘルツ  ４ 20,000ヘルツ  ５ 5パーセント 
 ６ 3パーセント   ７ 主搬送波   ８ 周波数偏移    ９ 変調度     10 副搬送波 
    
 

Ｂ－２ 次の記述は、主任無線従事者の非適格事由について、電波法施行規則（第３４条の３）の規定に沿って述べた

ものである｡   内に入れるべき字句を下の番号から選べ｡ 
 
   ① 電波法第 9章の罪を犯し ア の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなっ

た日から イ を経過しない者であること。 
   ② 電波法若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反し無線従事者の業務に従事すること

を停止され、その処分の期間が終了した日から ウ を経過していない者であること。 
   ③ 主任無線従事者として選任される日以前 エ において無線局（無線従事者の選任を要する無線局で 

 オ 以外のものに限る｡）の無線設備の操作又はその監督の業務に従事した期間が３箇月に満たない者であ

ること｡ 
 
   １ 懲役  ２ 罰金以上  ３ 実験局  ４ アマチュア局  ５ ３箇月  ６ ６箇月 
  ７ ２年  ８ ５年間   ９ １年   10 ３年間 
   

 
Ｂ－３ 次の記述は、主任無線従事者の職務について述べたものである｡電波法施行規則（第３４条の５）に規定され 
ているものを１、規定されていないものを２として解答せよ｡ 

 
   ア 主任無線従事者の監督を受けて無線設備の操作を行う者に対する訓練（実習を含む｡）の計画を立案し、実施

すること。 
   イ 無線設備の機器の点検若しくは保守を行い、又はその監督を行うこと｡ 
   ウ 無線業務日誌その他の書類を作成し、又はその作成を監督すること（記載された事項に関し必要な措置を執

ることを含む｡）。 
   エ 主任無線従事者の職務を遂行するために必要な事項に関し行政庁に対して意見を具申すること｡ 
   オ 総務大臣の行う無線局の検査に際し、その立会いをすること｡ 
    
 
Ｂ－４ 次に掲げるもののうち、電波法施行規則（第４０条）の規定により放送局の無線業務日誌に毎日記載しなけれ

ばならない事項に該当するものを１、該当しないものを２として解答せよ｡ 
 
   ア 使用電波の型式及び周波数  
   イ 使用した空中線電力（正確な電力の測定が困難なときは、推定の電力） 
   ウ 運用許容時間中において任意に放送を休止した時間 
   エ 放送が中断された時間 
   オ 発射電波の周波数の偏差を測定したときは、その結果及び許容偏差を超える偏差があるときは、その措置の

内容 
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Ｂ－５ 次の記述は、周波数等の変更について、電波法（第７１条）の規定に沿って述べたものである｡   内に入れ

るべき字句を下の番号から選べ｡ 
 
    総務大臣は、電波の規整その他 ア 必要があるときは、当該無線局の イ に支障を及ぼさない範囲内に限

り、無線局の ウ の指定を変更し、又は人工衛星局の エ を オ ことができる｡ 
 
１ 無線設備の設置場所の変更  ２ 電波の適正な利用を確保するため  ３ 周波数若しくは空中線電力 
４ 無線設備の変更の工事    ５ 命ずる  ６ 目的の遂行     ７ 周波数  ８ 勧告する  
９ 公益上  10 運用 
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